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国に依存できない時代の
地域・雇用・社会保障

わが国では少子高齢化とともに家族形態や働き方の多様化が進行しており、地域運営や雇用、社会保

障の仕組みが機能不全に陥っています。このままでは貧困層の増加や、生活不安に起因する消費不振

など、わが国経済へ悪影響が及ぶことが懸念されます。さらに、現状の税・財政・社会保障制度を維持

すれば、いずれは財政破綻によって国民生活・企業活動が甚大な打撃を受ける恐れも否定できません。

こうした認識に基づき、今般、日本総合研究所では、「国に依存できない時代の地域・雇用・社会保障

～自治体・企業・個人は何をすべきか～」をテーマにシンポジウムを開催致します。国民生活水準の維

持と経済の持続的成長を可能にする社会保障や雇用のあり方、地域の役割について、この問題に詳しい

有識者とともに、議論を展開してまいります。

多くの皆様にご参加いただきたく、ご案内申し上げます。

日本総研主催 政策シンポジウム

～自治体・企業・個人は何をすべきか～

開会挨拶 渕崎 正弘 株式会社日本総合研究所 代表取締役社長 …14:00

第一部 問題提起 人口減少下の社会保障制度の課題～新たな公助・共助・自助～…14:05

牧田 健 「機能不全に陥る社会保障制度の課題」株式会社日本総合研究所調査部長

山崎 史郎 氏 NPO法人地域ケア政策ネットワーク 代表理事、前・内閣官房地方創生総括官

第二部 パネルディスカッション …14:45

[テーマ] ① 新たな地域課題と地方行政の対応
② 女性のキャリア形成の現状と課題
③ 「生涯生産者」のすすめ
④ 総括と提言 ※途中、休憩あり

[パネリスト] 山崎 史郎 氏
永松 悟 氏 大分県杵築市長

小崎 亜依子 氏 株式会社Waris ワークアゲイン事業プロデューサー

緒形 憲 氏 株式会社高齢社 代表取締役社長

[モデレータ] 山田 久 株式会社日本総合研究所 理事

プログラム

日 時 ２０１８年２月２日（金）１４：００～１７：３０ （開場13：30）

会 場 経団連会館 国際会議場 右記地図

東京メトロ「大手町」駅下車 Ｃ2ｂ出口直結

定 員 300名 参加費無料

お申込 2018年1月25日（木）までに下記ホームページ

よりお申込みください。

http://www.jri.co.jp/seminar/
応募多数の場合は、抽選のうえ参加証もしくは結果を

電子メールでお知らせします。

当日は参加証を印刷のうえお名刺と共にお持ちください。
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－ 株式会社日本総合研究所 －

1987年京都大学経済学部卒業。同年住友銀行（現三井住友銀行）入行。1993年 （株）日本総
合研究所。 2011年調査部長。 2015年京都大学博士（経済学）。2017年より現職。
研究・専門分野：マクロ経済分析／経済政策／労働経済。

＜ﾓﾃﾞﾚｰﾀ＞ 山田 久 理事

1990年東京大学経済学部卒業。同年住友銀行（現三井住友銀行）入行。1994年（株）日本総
合研究所。 2011年マクロ経済研究センター所長。 2015年主席研究員。 2017年より現職。
研究・専門分野：為替市場／国際金融／海外マクロ経済。

＜問題提起＞ 牧田 健 調査部長

■お問い合わせ先
株式会社日本総合研究所 調査部 シンポジウム事務局 担当：蜂屋・村田
〒141-0022 東京都品川区東五反田2丁目18番1号 大崎フォレストビルディング TEL.03-6833-0482

1972年群馬大学工学部卒業。同年東京ガス株式会社入社。現役をとおし、営業部門に従事。
2002年～06年群馬支社長。2006年7月～14年3月栃木ガス株式会社代表取締役社長。2014
年4月株式会社ユメニティ入社、同年6月社長就任。2015年1月株式会社高齢社入社、同年6
月取締役営業本部長。2016年6月より現職。
株式会社高齢社：2000年設立。60歳以上の高齢者のための人材派遣会社。

緒形 憲 氏 株式会社高齢社 代表取締役社長

1976年同志社大学法学部卒業。1978年10月大分県（佐伯福祉事務所）に入庁。障害福祉課
長、医務課長、こども･女性相談支援センター所長、福祉保健部長などを務める。2013年3月県を
退職。同年10月より現職。2015年「杵築市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定。「100年住み
たくなるめぐりめぐる循環型のまちづくり」を基本理念に、世代を超え、長きにわたって住みたくなるま
ちづくりに取り組む。

永松 悟 氏 大分県杵築市長

山崎 史郎 氏 NPO法人地域ケア政策ネットワーク 代表理事、前・内閣官房 地方創生総括官

1978年東京大学法学部卒業後、厚生省（現・厚生労働省）入省。厚生省高齢者介護対策本部
次長、内閣府政策統括官、内閣総理大臣秘書官、厚生労働省社会・援護局長などを歴任。
2015年1月から16年6月まで地方創生総括官。介護保険の立案から施行まで関わったほか、若
者雇用対策、生活困窮者支援、少子化対策、地方創生などを担当。
近著：『人口減少と社会保障－孤立と縮小を乗り越える』（中公新書、2017年）

小崎 亜依子 氏 株式会社Waris ワークアゲイン事業プロデューサー

1996年慶応義塾大学総合政策学部卒業。2002年ピッツバーグ大学公共政策国際関係大学院
修了（公共政策マネジメント修士）。野村アセットマネジメント株式会社、株式会社日本総合研究所
を経て、2015年より現職。離職した女性の再就職支援「Warisワークアゲイン事業」を手掛ける。明
治大学「女性のためのスマートキャリアプログラム」講師、日本テレワーク学会会員。
近著：『女性が管理職になったら読む本』（翻訳・構成を担当、日本経済新聞出版社、2016年）
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